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グラフ１－１　宅地建物取引業者数の推移
（単位：業者）
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グラフ１－２　廃業業者数（理由別）の推移

（単位：業者）
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グラフ１－３　個人業者年齢階層別構成比（単位：歳，％）

グラフ１－４　個人業者の平均年齢の推移（単位：歳）
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グラフ１－５　従事者数の推移

グラフ１－６
宅地建物取引業者回次別構成比（単位：％）

（単位：人）
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2　宅地建物取引士の概要

⑴　概　況

【宅地建物取引士の登録者数が約110万人、

証交付者が約53万人】

①　宅地建物取引士資格登録者数は1,099,632
人（1,076,177人）になり、令和元年度末か
ら23,455人、2.2％増加しました。

 〈別表２－１・２－４・２－７参照〉

②　宅地建物取引士証の交付者数は529,381
人（524,716人）になり、令和元年度末か
ら4,665人、0.9％増加しました。

 〈別表２－２・２－５・２－８参照〉

③　宅地建物取引士の就業者（宅地建物取引
士証の交付を受け、かつ、宅建業に従事し
ている者）数は、331,095人（325,623人）
になり、令和元年度末から5,472人、1.7％
増加しています。

 〈別表２－３・２－６・２－９参照〉

宅地建物取引士資格登録者数は、この統計
を開始した平成５年度以降増加を続けていま
す。
宅地建物取引士証の交付者数は、平成17年

度末から５年連続増加した後、平成22年度末
に微減となりましたが、平成23年度末は再び
増加となり、平成25年度末は３年ぶりに減少
し、平成27年度末は増加に転じ、令和２年度
末も引き続き増加しました。
就業者数は、平成16年度末から17年連続の

増加となっています。
 〈グラフ２－１・２－２参照〉

⑵　宅地建物取引士（就業者）数の統計

①　男女別宅地建物取引士（就業者）数

【宅地建物取引士（就業者）数は、男性は1.0

％、女性は 3． 9％の増加】

男女別の宅地建物取引士（就業者）数は、
男性が249,446人になり、令和元年度末の
247,075人から2,371人（4,673人）、1.0％増加
しています。
一方、女性は81,649人になり、令和元年度
末の78,548人から3,101人（3,433人）、3.9％増
加しています。
 〈別表２－３・２－６、グラフ２－３参照〉

【女性比率（就業者）は24． 7％で微増】

宅地建物取引士に占める女性の比率は、資
格登録者数、証交付者数及び就業者数は、い
ずれも増加しています。令和２年度末の宅地
建物取引士（就業者）数でみると24.7％（24.1
％）で、平成５年度末からの26年間で7.3ポ
イント高くなっています。
このうち、女性比率が高いのは、熊本の

28.7％、青森の28.2％、山口の28.2％となっ
ています。
〈別表２－３・２－６、グラフ２－３・２
－４参照〉

②年齢階層別の宅地建物取引士（就業者）数

【年齢階層別の構成比は、引き続き40歳台が

4分の 1強を占める】

宅地建物取引士（就業者）数を年齢階層別
でみると、40歳～ 49歳が最も多く、構成比
は26.2％（26.6％）となっています。
すべての年齢階層の構成比の変化をみる

と、30歳～ 39歳、40歳～ 49歳、60歳～ 69歳
では比率が減少し、それ以外の年齢層では増
加しています。なお、70歳以上の就業者は全
体の11.1％となっています。
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 〈別表２－３・２－９参照〉

③宅地建物取引士（就業者）の平均年齢

【平均年齢は49.8歳】

宅地建物取引士（就業者）の平均年齢は
49.8歳（49.8歳）で、令和元年度末と同じで
した。平均年齢は、平成６年度末以降毎年上
昇してきましたが、平成17年度末にその上昇
が止まったものの、平成18年度末においては、
再び上昇に転じました。
その後、平成19年度末以降は３年連続して
下降しましたが、平成22年度末から８年連続
で上昇が続き、その後は49.8歳で横ばいとな
っています。
なお、男女別の平均年齢は、男性50.6歳（50.5
歳）、女性47.4歳（47.4歳）となっています。
 〈別表２－３・２－６参照〉

④都道府県別宅地建物取引士（就業者）数

都道府県別の宅地建物取引士（就業者）数
は、栃木、富山、長野、島根、徳島、高知の
６県で減少したほかは、41都道府県で増加し
ています。
増加率が最も高いのは佐賀の6.2％、沖縄
の5.5％で、増加数の多いのは東京916人、大
阪735人、神奈川の564人の増加となっていま
す。
一方、就業者数の減少数が最も多い高知の
減少率は1.5％、減少数は14人でした。
 〈別表２－６・２－９参照〉
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別表２－１
年齢階層別・男女別宅地建物取引士資格登録者数一覧表

別表２－２
年齢階層別・男女別宅地建物取引士証交付者数一覧表

別表２－３
年齢階層別・男女別宅地建物取引士就業者数一覧表

令和３年３月31日現在
【単位：人．％】

令和３年３月31日現在
【単位：人．％】

令和３年３月31日現在
【単位：人．％】


